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要 旨 

 

本稿は，台湾における創業・新事業創出支援体制を分析し，その特色と課題を明らかに

することを目的する。具体的には，台湾に多数存在するインキュベーションセンター（創

新育成センター）とベンチャーキャピタルの活動を取り上げ，さらに政府系研究開発機関

の工業技術研究院（ITRI）の役割に注目する。台湾に関しては，ハイテク企業の拠点とし

て新竹等の科学工業園区の存在がしばしば言及されるが，それ以外にも，大学等付属の育

成センターが台湾全土に 100 ヵ所以上存在する。そこでは，新規ベンチャー企業だけでな

く，技術・経営改善を目指す既存中小企業等も支援対象とし様々なサービスを提供してい

る。加えて，ベンチャーキャピタルの活動も盛んである。1990 年代後半にハイテク産業の

発展に大きな貢献を行い自らも急成長した当該業界は，2001 年以降は勢いを減じたものの，

最近に至るまで 200 社近いベンチャーキャピタル会社が営業し，ハイテクベンチャーの株

式上場で，依然，重要な役割を果たしている。 

このように台湾では，大学・研究機関，その付属の育成センター，およびベンチャーキ

ャピタルという関連アクターの濃密な集積がみられるが，その中核を成すのが ITRI である。

即ち，ITRI は，独自のベンチャー・新事業育成施設である開放実験室／創業育成センター

とベンチャーキャピタル子会社の創新工業技術移転股份有限公司（ITIC）を擁し，本業で

ある産業技術の研究開発と合わせ，三位一体で台湾の創業・新事業創出支援体制をリード

してきた。 

 こうした体制で，情報処理，半導体等のリーディング産業の立上げと育成に相当の成果

を収めてきた台湾だが，今後「アジアの創業センター」の地位を目指すには，ハイテクベ

ンチャー活動でも次第に存在感を増す中国大陸との競合，育成センターのサービスと収益

性の向上，ベンチャーキャピタルの資金源と投資先のさらなる開拓，そのための新産業の

継続的立上げ，ハイテク産業以外の産業の底上げ等，重要な課題もある。 
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1．はじめに 

本稿の目的は，台湾における中小企業への支援，とりわけ創業・新事業創出支援体制の

現状を詳しく分析し，その特色と課題を明らかにすると同時に，創業・新事業支援が効果

的となるための洞察を導き出すことである。1990 年代以降，労働集約的産業の中国大陸へ

の移管が進み，また世界的な知識経済化の潮流の中で，イノベーションと企業家的活動の

重要性が強調されている。台湾は中小企業主体の経済構造であるといわれ（詳しくは，補

論参照），これに対応すべく，中央政府の経済部中小企業處は，1996 年以降，中小企業の

創業・新事業創出促進環境の整備に取組んできた。2002 年には「挑戦 2008－6 年国家重点

発展計画」が出され，重点目標の 1 つとして「国際研究開発イノベーション基地」の建設

が掲げられた。その一環として台湾を「アジアの創業センター」とし中小企業の創業・新

事業創出にとって良好な環境を作るべく，インキュベーション機能の強化（インキュベー

ションセンターの建設・サービス向上など），創業情報プラットフォームの構築（創業コン

サルティング，起業家育成講座など），および新事業への資金的支援推進（ベンチャーキャ

ピタルからの投資，政府補助金など）の 3 つに注力してきた。 

本稿では，その中で特に重要と思われるインキュベーションセンター（創新育成センタ

ー）とベンチャーキャピタルの活動について詳しく分析する。その後，台湾を代表する政

府系研究機関である財団法人工業技術研究院の活動とその支援を受けた企業の具体例を紹

介する。台湾の産業高度化と技術革新・新技術普及および人材供給における工業技術研究

院の役割，および同研究院に近接して立地する新竹科学工業園区におけるハイテク企業集

積の発展については既に少なからぬ研究・報告があるが（例えば，朝元，2007ab；成清，

2003；河，2005；小中山・陳，2003），本稿では，工業技術研究院付属の開放実験室／創業

育成センターや創新工業技術移転股份有限公司（工業技術研究院のベンチャーキャピタル

子会社）といった創業・新事業創出促進に特化した組織の取組みを詳しく分析する。後述

するように，これらこそ台湾全土に多数ある創新育成センターとベンチャーキャピタルの

草分け的存在であり，工業技術研究院の研究開発に基づく技術と人材の移転と合わさって，

台湾の創業・新事業創出促進システムの中核をなすといってよい。以下，第 2 節と第 3 節

では，インキュベーションセンターとベンチャーキャピタルについて各々触れ，第 4 節で

は工業技術研究院の取組みを，第 5 節ではその支援を受けたベンチャー企業の事例を扱う。

第 6 節はまとめである。 

 

 

2．台湾のインキュベーションセンター 

2.1 創新育成センターの概要 

台湾の経済部中小企業處は，1996 年以降「中小企業発展基金」を運用し，大学・研究機

関，民間組織に対して「中小企業創新育成センター（Incubation Centers）」（以下，育成セ

ンターと略記）の設立を奨励している。2009 年のデータで，全国に 118 ヵ所の育成センタ
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ーがある。ここでその内訳をみる。先ず，母体となった機関からいうと，大学が 93 ヵ所

（78.8％），財団法人が 11 ヵ所（9.3％），政府機関 13 ヵ所（11.0％），民間企業が 1 ヵ所（0.9％）

で，大半は大学付属である。対象となる産業領域でいうと，情報処理／電子が 30.02％，

機械／電機が 18.05％，バイオテクノロジーが 14.52％，原材料が 4.21％，民生工業が 3.93％，

環境保全が 3.86％，マルチメディア／マスメディアが 3.63％，医療が 3.60％，教育／文化

／芸術が 3.26％，石化／化工が 1.90％，電信／通信が 1.66％，観光／レクリエーションが

1.32％，土木建築が 1.22％，流通／ロジスティクスが 0.88％，航空産業が 0.34％，その他

が 7.60％である。情報処理／電子，機械／電機，バイオテクノロジーの 3 分野が中心だが，

いわゆるハイテク的でない分野もカバーしている。地域的分布では，北部 51 ヵ所（43.2％），

中部 26 ヵ所（22.0％），南部 35 ヵ所（29.7％），東部 6 ヵ所（5.1％）である1。 

育成センターの支援対象となる企業は，台湾における中小企業認定基準に基づき，資本

額 8,000 万元以下，あるいは従業員数 200 名以内の企業である。企業のタイプとしては，

新規ベンチャー企業だけでなく，技術強化・経営革新を目指す既存中小企業，新事業展開

を企図する既存大手・中堅企業の子会社が含まれる2。入居希望企業の審査では，その経営

陣の背景・素質，研究開発人員の質，事業の将来性などに加え，その研究開発領域と当該

育成センターの目標・重点領域が符合するかどうかも評価される（経済部中小企業處，2003，

pp．50～51）。入居期間は原則 3 年だが，事業に将来性があり支援継続が妥当な場合，およ

び産学連携を精力的に実施し当該育成センターおよび当該地域の模範となるような場合な

どは，より長期間の入居も認められる。 

中小企業處の補助を受ける育成センターが備えるべき基本施設は，①共用実験室（面積

300 ㎡以上，および試験研究設備の設置），②教育訓練施設（3 間以上かつ面積合計 300 ㎡

以上），③交流施設（合計面積 300 ㎡以上の展示場，および 4 間以上かつ面積合計 400 ㎡以

上の会議室），④育成施設（10 間以上かつ面積合計 500 ㎡以上）である（経済部中小企業

處，2003，pp．28～29）。 

育成センターが入居企業に提供するサービスは，基本的に以下の項目になる。①スペー

ス・設備支援（オフィス等スペース，および共同の実験設備・機器等の提供），②ビジネス

支援（経営相談，トレーニング，宣伝・マーケティング，投融資に関する情報提供とベン

チャーキャピタル導入），③行政支援（間接業務，企業設立登記・商業登記・工業登記，経

営企画書作成，各種補助への申請，契約締結，情報系統維持・管理，安全），④技術・人材

支援（専門人材獲得，技術移転，研究機関との協力，技術人材），⑤情報支援（各種専門家

紹介，政府の指導制度・政策に関する情報・規則，産業・市場・技術情報，業界団体活動，

企業間のアライアンス・取引等促進，地域の関連産業，園区・工業区等に関する情報・申

請方法と育成センター「卒業」後の相談）（経済部中小企業處ホームページ）。 

表面的に見たサービスメニューはどの育成センターでも大差は無いが，母体となる大

学・研究機関等の得意分野や資源の豊富さに応じ，サービスの内容・質，重点対象産業は

異なる。立地的に近接し支援対象分野が重複あるいは関連している複数の育成センターが
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戦略的アライアンスを組み，入居企業へより包括的で高品質，低コストのサービス提供を

図る例もある3。 

 

2.2 創新育成センターの活動 

育成センターの成功にとって鍵の 1 つと考えられるのが，地域の関連団体や行政機関等

と連携し，母体となる大学等の資源を活かしつつ地域産業振興への貢献度を高めることで

ある。地域産業社会との連携に成功した例としては，「中原大学創新育成センター」（桃園

縣中壢市）がある。即ち，同育成センターは，「桃園縣公業会」，「台湾電路板協会」，「桃園

商業会」といった地元の業界団体との頻繁な交流や企業家による学内各種研究所への訪問

促進などを通して，大学の研究を地元産業界の技術開発需要に適合するものに導き，産学

連携と学生の実務経験蓄積の推進を図っている。また業界団体と協力し，地元企業のため

の各種講座やトレーニングコースを開設し学習機会の提供も行っている。別のパターンと

して，地元行政府による地域特有の産業に対する振興策の実施を担うケースもある。即ち，

「台湾海洋大学創新育成センター」（基隆市）は，基隆市政府による産地証明表示による地

元農水産物の安全衛生品質向上を図る政策に協力し，海洋大学の「水産物検査センター」

や「海業国際股份有限公司」（過去に同育成センターが支援した企業。創業者は台湾海洋大

学 OB）を通して，安全衛生検査の実施や検査合格証明書の発行，業者の現場指導などを

行った（以上，李，2009）。 

また台湾には，北部の新竹科学工業園区以外に中部と南部にも科学工業園区があるが4，

こうした園区が，近隣の大学等を巻き込んで特定産業の集積促進を図ることもある。例え

ば，南部科学工業園区を構成する高雄園区では，「南部バイオテクノロジー医療器材産業集

積発展計画」（計画期間：2009～12 年）が実施され，近隣にある「高雄医学大学創新育成

センター」では「医百科技（EPED Inc.，歯科臨床器材開発）」などの企業を育成し同計画

に寄与している（経済部中小企業處，2009，pp．22～39）。 

創新育成センターの最近数年の実績については，表 1 にまとめられている。同表と関連

情報から読取られるポイントを幾つかあげたい。第 1 に，育成センターの総数は増加して

いるのに，政府からの補助金額は増えておらず，個々の育成センターが自らの努力で収入

増を図る必要性が高まっていることが分かる。第 2 に，育成企業数のうち新規創業企業が

占める割合は，29.2％（2008 年）から 51.1％（09 年）の間で推移しており，台湾の育成セ

ンターが，どちらかというと創業支援よりも既存中小企業のアップグレードに重点を置い

てきたことが理解される。第 3 に，補助金の投資促進効果（増加資本額／補助金額）は 2005

年の 26.2 から 09 年の 36.6 に増加しており，年による増減はあるものの，この点ではパフ

ォーマンスの向上が観察される。第 4 に，新規株式公開（IPO）件数についてみると，過

去数年の台湾全体としてのIPO件数は 70（2005 年），44（06 年），70（07 年），50（08 年）

である（中華民国創業投資商業同業公会，2009，p．164）。これに対する育成センター入居

企業のIPO件数の比率は，4.3％（2005 年），9.1％（06 年），8.6％（07 年），10.0％（08 年）
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である。育成企業数が台湾の中小企業総数に占める比率が僅かであること考慮すると5，育

成センターが有望な企業・起業家を発掘・支援しIPOに導く点に関して，相当の成果を上

げているといえよう。第 5 に，この点に加え，毎年のIPO企業数のうちベンチャーキャピ

タルからの投資を受けた企業数が相当割合に上ること（次節で詳述）を考え合わせると，

育成センター入居企業はベンチャーキャピタルの重要な投資先候補となっており，育成セ

ンターがその出会いの場を提供していると推測される。 

 

表 1 台湾創新育成センターの実績（単位：軒，百万元，社，人，件） 

2005 2006 2007 2008 2009

育成センターの総数（軒） 95 99 104 113 118

育成センターへの補助金額（百万元） 214 164 172 176 175

育成企業数（社） 1,320 1,286 1,356 1,433 1,633

　うち新規創業企業数（社） 479 475 577 418 835

増加資本額（百万元） 5,600 5,300 5,200 6,600 6,400

増加資本額／補助金額 26.2 32.3 30.2 37.5 36.6

育成企業の従業員数（人） 28,058 25,316 27,133 35,345 28,038

育成企業による特許取得件数（件） 413 400 416 402 484

育成企業への技術移転件数（件） 145 205 149 181 270

育成企業の新規株式公開件数（件） 3 4 6 5 6  

（注）経済部中小企業處の補助・投資を受けた育成センターが対象。入居期限は原則 3 年 

（出所）経済部中小企業處内部資料 

 

 

育成センター設立開始より 10 年余りが経過し，上述のような一定の成果を出している。

こうした成果を更に促進するために「産学連携育成価値向上計画（産学合作育成加値計画）」

（2008 年）や「創業ナビゲート計画（創業領航計画）」（2009 年）が出され，①育成センタ

ー発展環境改善によるサービスの質的量的向上，②重点産業部門別（情報処理／通信，バ

イオテクノロジー／医療，グリーンエネルギー，文化創造）育成ネットワークの構築，③

専門支援人材の訓練・学習環境整備，が主要政策に挙げられている（経済部中小企業處，

各年版・2009 年，pp．224～225）。 

 

 

3. 台湾のベンチャーキャピタル 

3.1 台湾ベンチャーキャピタル業界の発展経緯 

台湾におけるベンチャーキャピタル（台湾では「創業投資」，略して「創投」と呼ぶ）

業界の発展史は，1980 年代初頭，米国シリコンバレーなどを参考とする政府主導のベンチ

ャーキャピタルの研究にまで遡る。その成果として，1983 年 11 月に「創業投資事業管理
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規則」と「創業投資事業推動方案」が制定され，翌 1984 年 11 月に民間ベンチャーキャピ

タル会社の第 1 号である「宏大創業投資公司」が設立された。当初はベンチャーキャピタ

ルへの理解が低く資金調達が順調に進まなかったために，政府系の交通銀行や行政院開発

基金が出資する「ベンチャーキャピタル・シード基金（創投種子基金）」が主要な投資者と

なってベンチャーキャピタル会社の設立が促進された。 

これと並行して，海外のベンチャーキャピタル会社との協力も重視された。合弁による

ベンチャーキャピタル会社設立では，「漢通創業投資」（1986 年設立，米国 H&Q の出資），

「国際創業投資」（1988 年設立，米国 Walden の出資），「和通創業投資」（1987 年設立，日

本 NIF の出資）などが初期の成果としてあげられる。こうした国際協力を通して，先進国

の経験とベンチャーキャピタルの管理手法，最新の科学技術情報を吸収し，合わせて海外

企業を台湾に誘致することも狙いであった（以上，業界立上げ初期の状況については，中

華民国創業投資商業同業公会，2004；Saxenian and Li, 2003 を参考にした）。 

1984 年から 1995 年までは，ベンチャーキャピタル会社の新規設立は毎年 1～7 社で，1995

年当時，ベンチャーキャピタル会社の総数（実際営業社数）は 34 社であった。以上を台湾

のベンチャーキャピタル業界の黎明期とすると，1996 年から 2000 年までは，発展期にあ

たる。即ち，新規設立会社数も 1996 年に 14 社，97 年に 28 社，98 年に 38 社，99 年に 46

社，2000 年に 32 社と急増している。このため 2000 年当時，ベンチャーキャピタル会社の

総数は 170 社に上った（図 1）。 
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図 1 台湾ベンチャーキャピタル新設会社数と実際営業社数の変遷（単位：社） 
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（出所）中華民国創業投資商業同業公会（2009）p．65 

 

 

なお 1990 年代後半は，世界的にも情報機器，電子，半導体，オプトエレクトロニクス，

インターネット，通信等のハイテク産業の成長期であり，台湾のベンチャーキャピタル会

社は，1996 年から 2000 年までに合計 5,926 社のハイテク企業に投資している。そしてこ

の時期投資した案件は 1998 年から 2000 年の間に次々と上場を果たした（交流協会，2003，

p．64）。この時期は世界的にも株式市場が加熱しており，ベンチャーキャピタル会社は手

持ちの株式を処分することで高い利益を獲得した。このようにベンチャーキャピタル会社

は，成長期にあった台湾のハイテク産業に各界から募集した遊休資金を集中投資し，その

発展に大きく貢献したが，その背景の 1 つとして，政府の政策の影響がある。即ち，当時，

ベンチャーキャピタル会社の株主に 20％の投資相殺特恵が与えられていたが，これはハイ

テク産業への投資に限って適用され，同時にベンチャーキャピタル会社が，上場・公開し

た企業の株式に投資することを禁止していたのである（交流協会，2003，pp．3～4）。 

2001 年以降は，新設ベンチャーキャピタル会社数や投資金額，投資案件数も年により増

減するものの，1990 年代後半と比べるとピークを過ぎた感があり，同業界は成熟期に入っ

たと考えられる（図 1 と図 2）。とりわけ 2001 年の急激な落ち込みは，IT バブルの崩壊に

加え，上述のベンチャーキャピタル会社の株主に与えられていた投資相殺特恵が，租税公

平性を図る等の理由で廃止されたことによる。これにより台湾内の個人あるいは法人株主
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のベンチャーキャピタル会社に対する投資が大幅に減少した。同時に，台湾当局は，銀行，

保険会社および証券会社のベンチャーキャピタル事業への投資比率に制限を設け，また郵

便貯金，労働者退職金基金等は依然ベンチャーキャピタル事業に投資できない（交流協会，

2003，pp．5～6；中華民国創業投資商業同業公会，2008，pp．26～27）。 

 

図 2 投資金額と投資案件数の推移（単位：億元，件） 
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（出所）中華民国創業投資商業同業公会（2003，p．19），同（2009，p．60）より作成 

 

 

3.2 資金調達と投資実績 

先ず，資金調達について，台湾ベンチャーキャピタル会社の株主構成（金額比）と株主

の地域分布をみてみたい。2008 年における株主構成では，法人企業 40.90％，投資会社

16.58％，保険会社 9.56％，個人 9.52％，金融持株会社 8.98％，銀行 5.71％，政府 4.83％，

証券会社 3.92％である。うち法人企業，投資企業，保険会社の上位 3 つの合計で 67.04％

と約 3 分の 2 を占めている（中華民国創業投資商業同業公会，2009，p．76）。 

2008 年における株主の地域分布では，国内法人が 82.40％と最大で，これに国内個人

9.33％を加えると，国内が 91.73％に達する。この他，国外法人が 8.08％，国外個人が 0.19％

である。また 1996 年以降のデータをみる限り，何れの年も国内法人・国内個人合計が 9

割を超えている（中華民国創業投資商業同業公会，2003，p．31；同，2009，p．74）。 

次に投資対象についてみる。産業部門別では，2008 年までの累積投資金額（2,380 億 7,130

万元）に占める各部門の割合は，半導体 17.97％，電子 14.41％，オプトエレクトロニクス
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14.06％，情報処理 11.95％，通信 10.61％，伝統的製造業 5.16％，バイオテクノロジー5.10％，

ソフトウェア 4.50％，ベンチャーキャピタル事業 2.81％，精密機器・オートメーション

2.25％，インターネット 2.00％，高級材料 1.52％，その他 7.65％である（中華民国創業投

資商業同業公会，2009，p．98）。うち半導体，電子，オプトエレクトロニクス，情報処理，

通信の上位 5 部門で合計 69.00％を占める。2008 年に限ると，オプトエレクトロニクス

21.2％，バイオテクノロジー14.0％，電子 13.6％，ベンチャーキャピタル事業 13.3％，半

導体 11.8％，以上 5 部門が 10％以上の比率を占めている（中華民国創業投資商業同業公会，

2009，p．105）。 

また図 3 は，半導体，電子，オプトエレクトロニクス，情報処理，通信の上位 5 部門の

比率が 1996 年以降どのように推移したかを示している（投資金額ベース）。これによると，

当初，情報処理と半導体が主要な投資先で，情報処理はその後比率を趨勢的に下げ，半導

体は上下に大きく変動しながらも主要投資先としての地位を保っている。また，その後を

追うように通信とオプトエレクトロニクスの比率が増加したが，通信は 2002 年を境に急降

下し，オプトエレクトロニクスは上下に大きく変動しながらも主要投資先の 1 つとなって

いる。電子は，概ね 10 数％で比較的安定的に推移している。 

 

図 3 投資対象産業別比率の変遷（単位：％） 
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（出所）中華民国創業投資商業同業公会（2003，p．58），同（2009，p．105）より作成 
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投資対象を地域分布でみると，2008 年までの累積投資金額に占める割合では，国内が

73.87％，国外が 26.13％である（中華民国創業投資商業同業公会，2009，p．124）。投資対

象地域のより詳しい内訳について紹介すると，2008 年のデータでは，国内 70.93％，米国

（シリコンバレー）8.51％，米国（その他）7.22％，アジア 9.92％，その他 3.42％となっ

ている（中華民国創業投資商業同業公会，2009，p．130）。 

投資対象企業の発展ステージ別にみると，2008 年までの累積投資金額に占める割合では，

シード期 6.36％，スタートアップ期 21.48％，発展期 47.06％，成熟期 24.29％，再建期 0.81％

である（中華民国創業投資商業同業公会，2009，p．115）。また図 4 は，シード／スタート

アップ期と発展／成熟期の 2つに分け，1996年以降の推移を示している（投資金額ベース）。

これによると，2001 年までは，シード／スタートアップ期への投資が増加傾向にあり，そ

れ以降では趨勢が逆転し，発展／成熟期が増加傾向にあることが分かる。換言すると，ハ

イリスク・ハイリターンの初期ステージから，より安全性の高い中後期ステージに重点が

シフトしていることが読み取れる。 

 

図 4 投資対象企業の発展ステージ別割合（単位：％） 
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（出所）中華民国創業投資商業同業公会（2003，p．73），同（2009，p．119）より作成 
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3.3 産業全体への影響 

最後に，ベンチャーキャピタルが台湾の産業発展に与えた影響を，幾つかの数値に基づ

いて明らかにしたい。2008 年末時点で，台湾のベンチャーキャピタル会社の累積投資案件

数は 1 万 2,700 件，企業数では数千件以上，累積投資金額は 2,380 億 7,130 万元である（中

華民国創業投資商業同業公会，2009，p．166）。上場企業に限ると，2008 年末時点までの

累積上場企業数は 1,257 社で，うちベンチャーキャピタルから投資を受けた企業の数は 409

社，全体の 32.5％である。2008 年のみのデータでは，上場企業 50 社，うちベンチャーキ

ャピタルからの投資を受けた企業は 22 社で，全体の 44.0％に上る（中華民国創業投資商

業同業公会，2009，p．163）。 

雇用へ影響では，2008 年のデータで，台湾の就業者数は 1,862 万 3,000 人，ベンチャー

キャピタルからの投資を受けたことのある上場企業の雇用者数が 53 万 4,480 人で，その全

就業人口に占める比率は 2.87％である（中華民国創業投資商業同業公会，2009，p．167）。

さらに，2007 年のデータだが，ベンチャーキャピタルからの投資を受けた企業の大半は製

造業であるので，製造業の就業者数に対する比率をみると，製造業全就業者数 284 万 2,000

人に対してベンチャーキャピタルからの投資を受けたことのある上場企業の雇用者数が

32 万 6,433 人で，11.49％の比率となる（中華民国創業投資商業同業公会，2008，p．150）。 

なお台湾におけるベンチャーキャピタルの活動は，国際的にみてどの程度の発展度であ

るだろうか。これについての本格的な分析は本稿の課題を超えるが，1 つの目安として

『2009-2010 世界競争力報告』（World Economic Forum, 2009）が参考になる。即ち，同報告

によれば，「ベンチャーキャピタルの利用の容易さ」では，台湾は世界ランキング第 8 位で，

東アジア諸国では，香港（第 1 位），シンガポール（第 3 位）に次いで高い位置にある。ま

た「国内株式市場からの資金調達の容易さ」でも第 5 位で，東アジア諸国では香港（第 1

位）に次ぐ高い位置である。ちなみに日本は，各々，54 位と 30 位となっている。 

 

 

4．工業技術研究院の創業・新事業創出支援 

4.1 工業技術研究院の組織・活動の概観6

 工業技術研究院（ITRI：Industrial Technology Research Institute。以下，ITRI と記述）は，

経済部直轄の研究所を前身として，1973 年 7 月に財団法人として設立された。台湾におけ

る工業技術の発展促進，新科学技術に基づく産業の創設，産業技術水準の向上を主要な任

務とする。台湾北西部の新竹縣に本部を構え，1980 年に開設された新竹科学工業園区とは

近接した位置にある。2005 年には台南に分院が設立された。また海外でも，北米（シリコ

ンバレー），日本（東京），欧州（ベルリン），ロシア（モスクワ）に拠点を置き，海外の多

数の研究機関や企業との間に協力関係を結んでいる。 

 図 5 は，ITRI の組織図である。中核となるのは先端的な技術研究開発を行う「基盤研究

所」で，電子・オプトエレクトロニクス，情報・通信など 6 つの分野に分かれる。「フォー
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カス・センター」は，特定の任務・テーマを探求するために一時的に設立されたもので，

現在，ディスプレー，SoC（System-on-a-Chip），太陽光発電など 5 つの領域を対象として

いる。「リンケージ・センター」は，ITRI 内外の諸部局・組織の能力・資源を繋げ，専門

領域を跨ぐ交流・協力を推進するためのものである。この他，業務や管理を担当する部局，

および教育・訓練プログラムを提供する「ITRI 産業学院」，ITRI 専属のベンチャーキャピ

タルである「創新工業技術移転股份有限公司」等がある。 

 

図 5 工業技術研究院（ITRI）組織図 

ITRI南分院（ITRI South）
ITRI産業学院（ITRI College）
創新工業技術移転股份有限公司
（ITIC）
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技術移転サービス・センター（TTSC）
国際業務センター（IBC），等

【管理】
行政サービス・センター（ASC）
会計センター（ARC）
インフォメーション・サービス・センター（ISC），等

【リンケージ・センター】
量測技術発展センター（CMS）
産業経済＆趨勢研究センター（IEK）
ナノテク・リサーチ・センター（NTRC）
創意センター（Creativity Laboratory ）
サービス産業テクノロジー・センター（TCSI）

【基盤研究所】
電子＆オプトエレクトロニクス研究所（EOL）
情報＆通信研究所（ICL）
機械＆システム研究所（MSL）
材料＆化工研究所（MCL）
エネルギー＆環境研究所（EEL）
バイオ＆医薬研究所（BEL）

【フォーカス・センター】
ディスプレー・テクノロジー・センター（DTC）
SoCテクノロジー・センター（STC）
太陽光電テクノロジー・センター（PVTC）
医療器材テクノロジー・センター（MED）
認識＆安全テクノロジー・センター（ISTC）

工業技術研究院（ITRI）

董監事会 監事会

 

（出所）ITRI ホームページ等 

 

 

 ITRI の活動としては，上述した先端的な科学技術の研究開発に加え，産業界向けサービ

スと特許ビジネス／ベンチャー事業がある。産業界向けサービスには，ビジネスコンサル

ティング，教育・訓練，技術支援，研究開発受託，開発・検証のための少量試作，検査・

計測・認証サービス，各種技術・工程・管理知識を統合したシステム化のトータルソリュ

ーション提供が含まれる。特許ビジネス／ベンチャー事業には，ITRI の持つ豊富な特許・

知的財産権を活用した技術移転・事業開発，ITRI からのスピンオフによる新規ベンチャー

企業の設立，および後述する開放実験室／創業育成センター運営が含まれる。こうした多

面的な活動の結果，政府からの予算に依存するばかりでなく，一定程度は自ら収益を上げ

ている。即ち，2007 年の全収益は 5 億 7,500 万米ドルであったが，うち 52％は政府の研究

開発プロジェクト予算から，40％は産業界向けサービスから，8％は特許ビジネス／ベンチ

ャー事業からのものである。 

 ITRI によるベンチャー企業創出のイメージを示すと図 6 のようになる。即ち，基盤研究

所やフォーカス・センターのような研究開発に従事する部局が技術移転，共同研究開発，
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研究者のスピンオフ等を通じて技術と人材面で寄与する。他方，「技術移転サービス・セン

ター（TTSC：Technology Transfer and Service Center）」（技術移転手続き管理。後述の開放

実験室／創業育成センターも組織上この下にある），「産業経済＆趨勢研究センター（IEK：

Industrial Economics and Knowledge Center）」（業界調査研究，経営コンサルティング），お

よび「創新工業技術移転股份有限公司（ITIC：Industrial Technology Investment Corporation）」

（ベンチャーキャピタル会社）のような経営情報やインキュベーション，資金面で貢献す

る部局がある。加えて，民間のベンチャーキャピタル会社や当該・関連業界の良好な経営

基盤を持つ既存企業を外部パートナーとして投資や経営参加を要請し，ベンチャー企業の

経営基盤を強化する。 

 

図 6 ITRI によるベンチャー企業創出のイメージ 
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（出所）ITRI 内部説明資料を一部修正 

 

 

ベンチャー企業の創業者には，上述のように ITRI の研究者によるスピンオフも少なから

ず含まれる。ちなみに ITRI の研究開発人員は，2008 年 4 月末時点で，5,912 人であり，う

ち 1,097 人（18.6％）が博士号保持者で，3,282 人（55.5％）が修士号保持者である。また，

ITRI の「卒業生」（ITRI から転職したもの）は 1973 年から 2005 年末までで 18,490 人おり，

うち 15,209 人（82.3％）は産業界に転職している。また 5,898 人は新竹科学工業園区内の

企業等に身を置いている。 

 かつては，政府予算に基づく研究開発から得られた知財は全て政府所有であり，厳格な

制約が課されていた。ITRI などの研究機関がスピンオフを通してベンチャー企業を立ち上
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げても，当該研究機関や研究者チームへ株式をインセンティブとして供与することが禁止

され，また公的研究機関の研究者を動員して新規企業を創設することが既存企業より不公

平との批判を受けていたことにより，スピンオフが進まなかった。しかし，その結果，研

究開発成果の活用が妨げられたこともあり，1999 年に「科学技術基本法」が制定され，こ

うした制約が緩和された。それ以降，ITRI はその研究開発から得られた知財の正当な所有

者となることが認められ，知財活用において高度の裁量権を獲得した。そして，ITRI は，

技術移転に対する対価をライセンス料として回収することから株式を取得することに方針

転換した。ITRI の研究者も，スピンオフ企業に参加し，創業者株を得ることが可能となり，

それ以降研究者の起業が促進された（Chang，2005，pp．33～35）。 

 

4.2 開放実験室／創業育成センター7

 工業技術研究院開放実験室／創業育成センター（ITRI OpenLab／Incubator）は，産業界

の新たな研究開発の支援とベンチャー企業の育成を目的として，1996年 7月に開設された。

組織図上では，技術移転サービス・センター（TTSC）の下にある。開放実験室／創業育成

センターの 2 つの主要な機能は，①既存企業との共同研究開発プロジェクトの実施，およ

び②ハイテク・スタートアップ（新規ベンチャー企業）の創業支援である。 

第 1 の機能は，既存企業の研究開発チームが ITRI の施設に入り ITRI の研究者と共同で

研究開発を行うというもので，2007 末現在で 58 社から 1,020 人が駐在している。開設か

ら 2007 年末までの実績で言えば，274 社の企業から 7,300 人以上が参加した。ITRI 施設へ

の入居は，共同プロジェクトが継続している限り認められる。一部は，欧米日に本拠地を

置く多国籍企業の共同研究開発センターもある。 

第 2 の新規ベンチャー企業創業支援については，2007 年末までに，168 社のスタートア

ップを支援し，うち 36 社は「卒業」後に科学工業園区への進出を果たし（台湾では，科学

工業園区への進出は，ベンチャー企業成功の 1 つの指標とみなされている），14 社は新規

株式公開に漕ぎ着けている。なお創業育成センターの入居期限は通常 3 年間である。聞取

り調査によれば，ITRI の研究者がスピンオフして起業する際に入居するケースも多い。ま

た，入居企業の大半は台湾人が設立したものだが，外国人による起業も多少はあるという。 

ITRI創業育成センターは，上述した台湾全土に 100 ヵ所以上もある育成センターの 1 つ

で，その中で最初に設立され最も成功したものとみなされている8。ITRI創業育成センター

は，インキュベータとしての質の高さが国際的にも認められ，アジア・ビジネス・インキ

ュベーション協会（AABI：Asian Association of Business Incubation）と全米ビジネス・イン

キュベーション協会（NBIA：National Business Incubation Association）から，各々2005 年と

2006 年に年間最優秀インキュベータ賞を受賞している。 

開放実験室／創業育成センターが入居企業に提供するサービスは，第 2 節で紹介した創

新育成センターの一般的な支援メニューと基本的に同様である。しかし，ITRI では「全資

源管理（TAM：Total Asset Management）」の概念の下，各部局に蓄積された豊富な資源を
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動員・活用し支援に向けているので，サービスの質は一般の育成センターより高いと考え

られる（経済部中小企業處，2006，p．123）。図 5 や図 6 で示されたように ITRI の各部局

が連携して支援を与える。加えて，台湾ハイテク企業が海外でビジネスを展開する際，先

進国企業との特許に関するトラブルを避けるために，ITRI の持つ豊富な知財を活用できる

ことが重要な利点であるという。 

なお ITRI は複数の海外拠点を持ち国際的な連携を推進していることは上述した通りだ

が，創業育成事業についても海外との連携を視野に入れている。即ち，米国の子会社「ITRI 

International」（カリフォルニア州サンノゼ，2000 年設立）の下，2005 年に「ITRI 北米育成

センター」を開設し，シリコンバレーでのインキュベーションを開始した（経済部中小企

業處，2006，pp．105～106）。聞取り調査によれば，対象は米国在住の台湾系技術者等が中

心で，人材豊富な当地で，アーリーステージのインキュベーションサービスを提供し，そ

の後，台湾の創業育成センターへの入居や台湾での起業を促すのが狙いであるという。 

 

4.3 創新工業技術移転股份有限公司9

 創新工業技術移転股份有限公司（ITIC：Industrial Technology Investment Corporation。以

下，ITIC と表記する）は，ITRI の 100％出資子会社として 1979 年 11 月に設立された。ITIC

は，ITRI からの民間への技術移転と事業化の支援を任務とし，ベンチャーキャピタルとい

う概念が台湾で普及する以前に，その機能を果たしていた。1980 年には，ITRI からの最初

の大規模なスピンオフ企業であり台湾初の本格的 IC 製造企業である United 

Microelectronics Corp.（UMC）の設立にも貢献した。 

投資対象企業は，2008 年 6 月現在で 80 社以上に上り，うち 21 社は株式上場している。

投資対象の産業セクターも，半導体，オプトエレクトロニクス，通信，バイオメディカル

など多岐にわたる。代表例を挙げれば，UMC（半導体，1980 年設立），Taiwan Mask Corp.

（半導体マスク，1988 年設立），Acer Display Technologies，Inc.（液晶パネル，1996 年設立。

現 AU Optronics Corp.），EpiStar Corp.（LED，1996 年設立），Fiber Optic Communications, Inc.

（光通信，1995 年設立。現 MRV Communications, Inc.），Phalanx Biotech Group（バイオチ

ップ，2003 年設立），DelSolar Co., Ltd.（太陽電池，2004 年設立），などがある。ITIC は，

ITRI からのスピンオフ等に際して，技術の商業化の可能性について評価し，投資やアドバ

イスを行う。また，ITRI からの技術移転先企業に対し，定期的に訪問し評価報告を行うな

どの役割も担っている。 

 ITRIのベンチャーキャピタル子会社であるITICは，当然ITRIの他の部局と密接な関係を

持つ。即ち，ITRIの様々な研究開発部局からの技術移転や研究者のスピンオフは，ITICに

とって重要な投資案件の源泉になる。また，ITICが投資案件の技術評価をする際にITRI専

門家の協力を得ることも出来，そのため，シードやアーリーステージの企業に対する投資

も促進されることとなる10。なお，上述したITRI創業育成センターも，ITICにより設立さ

れ，数年前までITICによって運営されていた11。創業育成センターの入居企業は，投資案
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件の重要な源泉の 1 つであると同時に，ハイテク産業の現況をモニターする格好のチャン

ネルともなった。 

 ITRIからのスピンオフ企業設立に際しては，他のベンチャーキャピタル会社との協力も

重視する。ベンチャーフェアを開催し，起業家とベンチャーキャピタル会社との交流と投

資を促すことも行っている（経済部中小企業處，2006，p．124）。また，当該・関連業界の

既存企業とパートナーシップを結び，共同で投資することもある。ITICの投資の多くは株

式取得比率が比較的低かったが，これは少ない資金で民間からの投資を誘発することを意

図していたためである（創新工業技術移転股份有限公司，2005，p．10）12。また優良な既

存企業をパートナーとして迎えることで，資金面だけでなく，量産技術や経営管理方面で

も協力が得られ，ベンチャー企業の成功率を上げることに繋がる。 

 なお ITIC は，ITRI 関連案件の取扱いとは別に，銀行・民間企業等から募集した資金で

ファンドを設立し，その運営管理を担っている。初期には ITRI 関連の案件が主な投資対象

であったが，その後は民間資金等によるファンド関連の案件が比重を増している。そのた

め，台湾の産業振興への影響を重視した政策投資としての側面と有望な投資先を見つけ利

益を獲得する通常のベンチャーキャピタルの側面とを併せ持つこととなり，その間のバラ

ンスを取ることが課題となっている。 

 

 

5．企業の事例 

 本節では，ITRI の支援を受けた企業の事例を 2 つ紹介する。1 つは，ITRI からのスピン

オフ企業で ITIC の投資も受けた太陽電池メーカーの DelSolar である。もう 1 つは，ITRI

の創業育成センター「卒業生」の IC 設計企業 Phison で，これら比較的最近の事例から，

ITRI の創業支援体制が具体的にどのように機能しているかを分析したい。 

 

5.1 太陽電池メーカーDelSolar13

台湾の太陽光発電産業が顕著に発展し始めたのは 2004 年ごろからで，生産額は，2004

年の 33 億元から 2005 年の 70 億元，2006 年の 212 億元，2007 年の 535 億元，2008 年の 1,011

億元と毎年 2 倍から 3 倍のペースで急増している。太陽光発電産業は，工程別に，上流（多

結晶シリコン素材；シリコンインゴット＆ウェハ），中流（太陽電池セル；太陽電池モジュ

ール），下流（太陽光発電システム＆製品）に分かれるが，2008 年当時の台湾の企業数は，

シリコンインゴット＆ウェハ・メーカーが 7 社，太陽電池セル・メーカーが 28 社，太陽電

池モジュール・メーカーが 18 社，太陽光発電システム＆製品メーカーが 29 社である。台

湾の太陽光発電産業の生産額のうち太陽電池セル部門が約 70％を占める。2008 年の台湾の

太陽電池セル生産量は 854MW で世界シェアの約 12％に上り，欧州（1,907MW），中国

（1,848MW），日本（1,224MW）に次ぐ規模である（以上，ITRI 太陽光電テクノロジー・

センター内部資料より）。2008 年の世界太陽電池セル・メーカーの生産能力ランキングで
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も，Gintech Energy Corp.（昱晶能源科技股份有限公司）と Motech Industries Inc.（茂迪股份

有限公司）が各々6 位と 7 位に位置している（産業タイムズ社，2009，p．2）。 

台湾では，集積回路（IC：Integrated Circuit）などのハイテク産業が大きく成長した背景

には，ITRIが人材育成・供給，技術開発・移転などで重要な役割を果たしてきたことがあ

るが（朝元，2008ab；佐藤，2007；長内，2007 などを参照），太陽光発電産業の立上げで

も同様である。即ち，2006 年 1 月，ITRIのフォーカス・センターの 1 つとして，「太陽光

電テクノロジー・センター（PVTC：Photovoltaics Technology Center）」14が設立され，太陽

電池関連技術の研究開発の他，政府の経済部エネルギー局の幕僚として政府の当該産業発

展推進の諸施策を支えている。2007 年 8 月設立の当該分野の業界団体である「台湾太陽光

電産業協会（TPVIA：Taiwan Photovoltaic Industry Association）」の理事長と事務局長もPVTC

から出るなど，事実上PVTCが同協会を運営している。 

台湾の太陽電池メーカーは，人材や技術の移転など何らかの形で ITRI からの支援を受け

ている例が少なくないが，以下で紹介する DelSolar Co., Ltd.（旺能光電股份有限公司，以

下 DelSolar と表記）は ITRI の研究チームがまるごとスピンオフし，技術移転した当該業

界では珍しいケースである。DelSolar は，2004 年 11 月に設立され，2007 年 11 月には新規

株式公開を果たしている。本社は新竹科学工業園区にあり，2008 年時点で，生産能力は

120MW（台湾の太陽電池メーカー中では 5 位），従業員数 293 人である（DelSolar 社年報，

ホームページ等より）。DelSolar は，設立に当たって上述の ITIC からの出資も受けている。

ITRI からのスピンオフが成功するための条件を同社の事例から考察してみよう。 

第 1 の条件は，ITRIが太陽電池に関する研究開発を既に十数年にわたって行ってきてお

り，技術的に相当程度成熟していたことがある。即ち，1987 年に，シリコン結晶系および

シリコン非結晶系太陽電池の研究が始まり，翌 1988 年には，国内初の太陽電池メーカーで

ある光華科技（SINONAR Corporation）が成立した。ただし，太陽電池は設置コストの高

さもあり，かつては単独の電源としては考慮されることが少なかった。その後，クリーン

エネルギーへの関心が高まるに伴い脚光を浴びるようになり，2000 年以降，政府による太

陽光発電産業の促進政策が本格化したこともあり15，ITRIもスピンオフや技術移転を通し

て商業化に踏み切ったのである。 

第 2 の条件は，ITRI 等からの人材供給である。DelSolar の場合は，ITRI の「材料＆化工

研究所（MCL：Material and Chemical Research Laboratories）」がこれまでの研究開発の蓄積

を活かしてシリコン結晶系太陽電池製造ベンチャー企業の創設を決め，6 人の研究者をチ

ームごとスピンオフさせた例である。PVTC での聞き取り調査によれば，太陽光発電産業

は新しい産業で，DelSolar に限らず，ITRI からの転職者が関わっている企業が多い。また

一般的に，上述のように，ITRI 研究者は産業界向けサービスにも従事しているので，それ

を通して，在職中に産業界と人脈を作り，起業に際して投資やその他の支援を期待できる

という事情もある。 

なお太陽電池の製造技術面では，シリコン結晶系は半導体と，薄膜系は液晶ディスプレ
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イ（LCD：Liquid Crystal Display）と近い関係にあり，半導体やLCDのような関連産業から

の人材供給も多い16。半導体・LCD企業は，プロセス技術，デバイス技術や工場運営ノウ

ハウなどで優位性を持ち，太陽光発電事業に参入する事例も少なくない。例えば，太陽電

池セル／モジュール・メーカーでは，Neo Solar Power（新日光能源科技）はDRAMメーカ

ーのPSC（力晶半導体）からの投資を受け，Mosel Vitelic（茂矽電子）は元々DRAMメーカ

ーであった。NexPower Technology（聯相光電）は半導体ファウンドリ大手のUMC（聯華電

子）系列であり，Chi Mei Energy（奇美能源）はLCDメーカーのChi Mei Optoelectronics（奇

美電子）の子会社である（李・伊藤，2008，pp．21～22 等）。 

第 3 の条件は，優良な業界パートナーの存在である。ベンチャー企業の立ち上げに当た

っては，当該・関連業界の既存企業をパートナーとして招き，研究開発以外の事業機能（生

産，販売，マーケティング，企業経営管理，等）を補強する必要がある。DelSolar の設立

に当たっては，スイッチング電源等で世界的メーカーである Delta Electronics, Inc.（台達電

子工業股份有限公司）に出資を促し，同社は現在 DelSolar の最大株主となっている（2008

年末現在で持株率 53.2％。DelSolar 社年報より）。台達電子は，オートメーション設備を自

社内で研究開発するなど量産技術上の優位性を持ち，さらに世界的な拠点網と太陽光発電

産業に深くコミットする姿勢とを持っていた。 

ところで DelSolar の設立に当たっては，上述の ITIC がシードマネーとして約 200 万米

ドルを投資している（Chang，2005，p．36）。ITIC での聞取り調査によれば，ITIC は DelSolar

の設立以前から関連する ITRI の研究部局と密接に交流し事業評価を行っていたという。実

は当初業界パートナーとして招いたのは別の企業であったが，その企業は生産管理上の優

位性が不十分で，一度商業化に失敗している。ITIC は，ITRI 関連の案件に機械的に投資す

るわけではなく，その案件の将来性を十分見定めた上で参与するかどうか決めるのだが，

当初はこの案件に関心を持たなかった。その後，Delta Electronics を新たなパートナーとし，

成功の可能性が高まったとみて投資に踏み切ったという経緯がある。なお ITIC は，事業評

価と初期投資に加え，他のベンチャーキャピタル会社の招致も行い DelSolar の設立当初に

重要な役割を果たしている。 

以上より，DelSolar の立上げに当たっては，関連技術の研究開発が既に相当程度進展し

商業化の機運が高まっていたことを背景に，ITRI からの技術・人材の移転，ITRI のベンチ

ャーキャピタルである ITIC からの投資と支援，優良な業界パートナーである Delta 

Electronics の参与という条件が噛み合い，順調に軌道に乗ったことが分かる。これは，前

出の図 6 で示したような ITRI の研究開発部局，同じく経営・資金・情報関係部局，および

既存企業等外部パートナーの 3 者間連携によるベンチャー支援の典型的事例といえる。 

 

5.2 IC設計企業Phison17

Phison Electronics Corp.（群聯電子股份有限公司，以下Phisonと表記）は，IC設計企業と

して 2000 年 11 月に資本金 3,000 万元で設立され，その後，NAND型フラッシュメモリ関
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連製品分野で急成長した。創業者は国立交通大学出身の 5 人の若者で，うち 2 人は台湾出

身者，2 人はマレーシア籍の華人，1 人はマカオ籍の華人という異色の背景を持つ。創業者

の 1 人で現董事長の潘健成（K. S. Pua）氏はマレーシア籍である18。創設当初の 2 年余りは

ITRIの創業育成センターに入居していた。2009 年 9 月現在で，Phisonは新竹科学園区竹南

基地に近接する「廣源科技園区」（苗栗縣竹南鎮）に会社ビルを構え，従業員は 415 人，う

ち 220 人はエンジニアである。 

 Phison の業態は，自社工場を持たない IC 設計企業，いわゆるファブレスである。扱う製

品は NAND 型フラッシュメモリ関連製品で，フラッシュメモリのコントローラ IC の設計

開発を核とし，USB メモリ，SD/MMC カードなどの完成品の設計開発も手掛けている。台

湾のファブレスとしては珍しく，IC の他にそれを使用した完成品も扱うことが Phison の会

社設立当初からの特色であり，後に詳述するように，NAND 型フラッシュメモリ関連製品

のトータルソリューション提供の土台となっている。 

 

図 7 Phison の売上高と資本金の推移（単位：百万米ドル） 
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（出所）Phison 社会社紹介資料 

 

 

 Phison は 2000 年 11 月に創業後，2004 年 12 月には新規株式公開を果たしている。以来

2007 年までは資本金額で毎年 30％を超え，売上高で毎年 60％を超える成長率を示してい

る（図 7）。台湾 IC 設計業における売上高ランキングでも，2005 年に初めてトップ 10 入り

し（第 9 位），その後，年々順位を上げてきている（2006 年に 6 位，2007 年と 2008 年は 4

位）（ITRI-IEK，各年版）。 

 Phison はコントローラ IC をはじめとし NAND 型フラッシュメモリ関連製品を幅広く取

り扱うが，NAND 型フラッシュメモリ自体は外部から調達している。この分野は，東芝，

サムスン，ハイニックスなどが主要メーカーであるが，Phison は，とりわけ東芝と密接な

関係を持つ。早くも 2002 年 4 月に東芝から 1,000 万元ほどの投資を受けている。これは，

当時，東芝とサムスンの 2 社しか NAND 型フラッシュメモリを作っておらず，キーパーツ

の安定的供給源を確保するのが主な狙いであった。東芝からみると，NAND 型フラッシュ
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メモリはコントローラ IC がなければ作動せず，技術的に優れかつ比較的低コストでその設

計開発ができる Phison とのパートナーシップは有益であった。また当時，東芝と提携関係

にあったイスラエル企業の M-Systems も同年 Phison に投資している。東芝や M-Systems

は，当該分野で多くの重要な特許や市場販路を持ち，こうした先進企業と協力関係を築け

たことで，大手からの技術的支援と「身元保証」を得たこととなり，Phison の信用力と急

速な売上高の上昇につながった（Yuan, et al., 2009，p．34 等）。 

 Phison は，現在，東芝と提携関係にあり，ハイニックスとも良好な関係を保っている。

Phison は，コントローラ IC の設計開発に加え USB メモリなどの NAND 型フラッシュメモ

リ関連の完成品も扱うので，東芝やハイニックスにとって，コントローラ IC の供給源とし

てだけでなくフラッシュメモリの販売先としても重要である。加えて，東芝は NAND 型フ

ラッシュメモリ分野で技術的リーダーの地位にあり，自社のプロセス技術の進歩に追順し

てコントローラ IC を設計開発するパートナーが不可欠である。Phison はそのパートナーと

して密接な技術的交流を持ち，それが IC 設計のノウハウ学習に繋がったという。 

 こうした大手フラッシュメモリ・メーカーとの共存関係を土台に，Phison は顧客のニー

ズに応じて様々な形で製品・サービスを提供している。コントローラ IC（自社ブランド）

のみの販売もあれば，USB メモリなどフラッシュメモリとコントローラ IC を組み込んだ

完成品での販売もある。完成品は OEM／ODM（他社ブランドでの設計・製造）である。

顧客によっては，東芝等から調達したフラッシュメモリを Phison に委託し，完成品を作ら

せることもある。Phison は，台湾のファブレスとしては例外的に工業設計（完成品の外観

設計）も手掛けているので，顧客の示したイメージ図を基に立体的造形に変換し，生産可

能な製品に仕上げることができる。ただし，Phison は自社工場を持たず，IC や完成品の製

造自体はアウトソーシングしている。さらに携帯電話などフラッシュメモリを内蔵した製

品のメーカーが顧客の場合，コントローラ IC をその製品に埋め込むよう設計を支援するソ

リューションもある。このように顧客の多様なニーズに柔軟に対応し，利潤獲得の機会を

追求するのが Phison のビジネス手法である。 

 ここでPhisonとITRI等支援機関との関係についてみてみたい。聞き取り調査によれば，

Phisonは 2000 年 11 月から 2003 年 1 月までITRI創業育成センターに入居していたが，創業

当初，資金，経験，人脈ともに乏しかった同社にとっては，それが大きな助けになったと

いう。利点としては，先ず，オフィススペース供与やITRIの様々な研究開発設備と知的リ

ソース，訓練プログラムの活用が容易となったことは言うまでもない。次に，育成センタ

ーに入居するには，一定の基準を満たす必要があり，その審査に合格したことでITRIの「身

元保証」が得られたことになり，無名の小企業でも信用力が増すという効果がある。それ

により銀行融資の獲得や外部企業（海外企業も含め）との交渉，人材獲得が容易になった

という。加えて，ITRIは企業間交流を促す多くの活動を行っており，それにより同業・関

連業者との関係構築が助けられたことも利点として挙げられる19。 

 ただし，製品開発や市場開拓に関しては，それほど直接的な支援があったわけではない
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との指摘もあった。即ち，製品開発面では，ITRI の研究開発が必ずしも支援対象企業の製

品分野に適合するわけではなく，Phison の場合も，多少の提携はあったものの技術は主に

自主開発であった。市場開拓面でも大きな支援はなく，上述の東芝との関係開拓も ITRI

とは直接関係なく，創業者の 1 人である潘健成氏を中心に粘り強くアプローチした結果で

あるという。さらに ITIC からの投資も受けていないとのことである。要約すると，信用力

の向上や様々な研究開発リソースへのアクセスなどの一般的な支援が中心で，製品開発や

主要パートナーの開拓，ビジネス手法の開発は主に自前であったといえる。 

なお前出の図 6 に示された「ITRIによるベンチャー企業創出のイメージ」との対比では，

上述の DelSolar の場合ほど典型的に合致しない。これは Phison がファブレスで，自前で工

場建設・生産管理を行う必要がなかったことが一因と思われる。ただ外部の優良な業界パ

ートナー（東芝）との提携が発展の土台となったことは共通している。 

 

 

6．まとめ 

以上，台湾の創業・新事業支援体制について分析した。本節では，これまでの分析を踏

まえ，台湾における取組みの特色と課題，そこから創業・新事業支援が効果的となるため

の条件について如何なる洞察が導き出せるか検討してみたい。 

第 1 に，台湾の特色として，創業・新事業支援アクターの集積の濃密さがあげられる。

即ち，日本の九州と同程度の面積の地域に 200 社近くのベンチャーキャピタル会社が営業

しており，100 ヵ所を超える育成センターがある。そして，その中核に位置するのがITRI

である。新産業立上げやスピンオフ等を通した人材供給におけるITRIの役割の重要性につ

いては既に多く言及されているが（朝元，2007ab；長内，2007；佐藤，2007；成清，2003

等），本稿では，ITRI独自のベンチャー・新事業育成施設である開放実験室／創業育成セン

ターとベンチャーキャピタル子会社のITICに注目し，ITRIが，本業である研究開発活動と

合わせ，三位一体で台湾の創業・新事業支援体制をリードしていることを明らかにした。

こうした支援アクターの裾野の広さとITRIのような中核機関の戦略的運用が台湾の最大の

特色と思われる20。 

第 2 に，既存の研究では，台湾のナショナル・イノベーションシステムとして，ITRI の

活動と連携した新竹科学工業園区の役割が強調されてきたが（Shih et al., 2007；陳，2008

等），本稿では，こうした側面は割愛し，むしろ大学等に付属する育成センターの役割に注

目した。育成センターは，科学工業園区に進出する段階以前の新企業，もしくは業種的に

ハイテク産業の認定を得られない既存中小企業や新事業展開を企図する既存大手・中堅企

業の子会社等へも産学連携による支援を行う。母体となる機関の得意分野を活かしつつ，

オフィススペース・設備の提供に加え技術支援や人材訓練，販路開拓，資金調達などの幅

広いサービスを提供している。また地域の行政・業界団体等と協力し地域産業振興へ貢献

することを通して地域間の発展バランスを取る事例や，科学園区が近接する場合は，それ
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と連携し地域における特定産業の集積を促進するなどの取組み事例もあり，台湾のナショ

ナル・イノベーションシステムの強化に寄与しているとみられる。 

第 3 に，ベンチャーキャピタルについて言及すれば，1990 年代後半の台湾におけるハイ

テク産業成長期に遊休資金を募集し集中投資することで，その発展に大きな貢献を行い，

ベンチャーキャピタル業界自身も急成長した。2001 年以降は勢いを減じたものの，2008

年時点でも当該年上場企業のうちベンチャーキャピタルからの投資を受けた企業が 4 割以

上に上るなど，依然，重要な役割を果たしている。国際的評価でも，ベンチャーキャピタ

ル利用の容易さで，台湾は上位に位置するとみられる。さらに，育成センターの入居企業

はベンチャーキャピタルの重要な投資先候補となっているとも考えられ，育成センターが

その出会いの場を提供しているといえる。このように台湾では，大学・研究機関，その付

属の育成センター，およびベンチャーキャピタルという創業・新事業支援アクターが密接

に関わりながら活動しており，そして，この三位一体体制のモデルとなっているのが ITRI

であることは上述した通りである。 

第 4 に，具体的な企業の事例としては，ITRI 研究者チームのスピンオフで創業した太陽

電池メーカーの DelSolar と ITRI 創業育成センター出身で IC 設計業において急成長した

Phison の例を紹介した。前者では，ITRI から技術と経営面で直接的な支援を受けたことに

加え，生産管理やマーケティング，企業経営管理で実力を持つ既存企業（Delta Electronics）

がパートナーとして加わったことが成功の鍵の 1 つであったことが明らかにされた。また，

ITRI（太陽光電テクノロジー・センター等）が，太陽光発電業界の立上げそのものにも深

く関与しており，DelSolar 設立もその一環であることが示された。後者では，ITRI は，支

援対象企業の個別的な製品・技術開発や市場開拓のニーズには必ずしも直接的には応えて

いないが，創業育成センターへの入居により豊富な研究開発資源へのアクセスと信用力の

向上がもたらされたことで，創業間もない小企業には大きな助けとなったことが明らかと

なった。また ITRI が直接手引きしたものではないが，優良な業界パートナー（東芝）と提

携を結んだことが Phison の飛躍の土台となったことも示された。こうした事例分析から，

ベンチャー育成に当たって，ITRI は豊富な内部資源を保持しながらも，決して自己完結し

ているのではなく，産業界（民間ベンチャーキャピタル，既存メーカー等）との連携も重

視していることが分かる。 

以上，台湾の優位点と思われることに触れてきたが，無論，課題も多くある。例えば，

台湾は，中小企業主体の経済構造といわれ，新規創業も比較的活発とみられる一方で，中

小企業の多くはさしたる技術的優位性をもたない零細・生業的なものと推測される（補論

参照）。各地の大学等付属の育成センターは，伝統的産業や既存中小企業の革新にも携わっ

ており，こうしたハイテク産業以外の産業の底上げも軽視できない。経済部中小企業處か

らの補助金総額の増加が見込めぬ一方で育成センターの数は増加し，個々の育成センター

への補助金配分が減少するなか，サービスの向上により各自収入増を図る必要がある。そ

のためには，各育成センターが，得意領域を明確にして差別化を図る，そのために必要な
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専門の支援人材の育成に力を入れる，地域産業社会との連携をさらに強化し地元にとって

不可欠の存在となる，近隣の他の育成センターと連携しコストパフォーマンスの良いサー

ビスの提供を進めるなどの措置が必要である。こうした試みは既に一部実施されているが，

より本格的な取組みが今後の課題である。 

さらに視野を広げると，重要な背景として，台湾の置かれている国際的地位の難しさが

ある。即ち，経済主体としての規模の小ささ，最先端の製品・技術開発力の不足，中国と

の競合などである。上述の ITRI を中核とする戦略性も，こうした困難な状況への必然的な

対応という側面があろう。とりわけ中国が労働集約的製品の生産基地としてだけでなく，

ハイテク産業の設計開発拠点として，あるいはベンチャー企業の活発さでも次第に重要性

を増す中で，台湾の独自性と産業発展のフロンティアを保障するためには一層の創業・新

事業促進が不可欠である。しかし，近年の台湾におけるベンチャーキャピタルの投資金額

や投資案件数の伸び悩みをみると，むしろベンチャーキャピタルが大陸へ活路を求めるよ

うになる可能性もある。 

以上をまとめると，創業・新事業支援体制を効果的にする条件に関して台湾の経験から

読取られる示唆として，大学・研究機関，その付属の育成センター，およびベンチャーキ

ャピタルという創業・新事業支援アクターの集積度の高さと，ITRI をモデルとするその三

位一体的運用，そして，既存産業界との連携重視の姿勢などが挙げられる。他方，台湾を

「アジアの創業センター」にしようとする戦略的取組みの背景には，台湾の置かれている

国際的地位に関する危機感があると思われる。こうした台湾の経験を日本の地方にそのま

ま適用できるわけではないが，参考にすべき点として，大学・研究機関の研究者が創業・

事業化へ挑戦することへ魅力を感じるような環境を作る（株式取得，事業に失敗した際の

セフティーネット等），研究者と既存業界・企業との日常的接触機会を増やす，研究活動・

資金（ベンチャーキャピタル等）・インキュベーションを出来るだけ一体的に運用する，創

業・新事業支援に関る諸アクター間の連携と中核となる機関の戦略的運用を図る，その前

提として，自らの国内外における政治的・経済的位置付けを正確に把握し適度な危機感を

持つ（そのために地域に根ざしたシンクタンクを持つ），といったことが挙げられよう。 
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補論．台湾における中小企業の現状 

ここでは，台湾における中小企業の現状と起業環境について既存データ・文献に依拠し

つつ簡単に概説する。付表 1 は，2008 年当時の台湾における中小企業の位置付けを大企業

との対比で示してある。台湾では国民の独立開業志向が強いこともあり中小企業が主体の

経済構造であるといわれる。中小企業の全企業に占める割合は，会社数では 97.7％，就業

者数では 76.6％，雇用者数では 69.2％で，統計的にもそのことが裏付けられる。他方で，

中小企業の比重は，売上高では 29.7％，研究開発費支出では 12.5％と低い。付表 1 の研究

開発支出の合計には政府機関や大学等によるものも含まれており，企業部門（2,483 億 6,300

万元。全体の 70.7％）に限ると，中小企業の比率は 17.7％（438 億 6,400 万元）とやや上

昇するが依然低い。なおこの時点での中小企業の定義は，製造業，建設業，鉱業，土石採

取業では雇用者数 200 人未満もしくは資本金額 8,000 万元以下，その他業種では雇用者数

50 人未満もしくは前年売上高 1 億元以下の企業である。 

 

付表 1 2008 年における台湾中小企業の位置付け（単位：社，％，百万元，千人） 

合計 中小企業 大企業

会社数（社） 1,263,846 1,234,749 29,097
　比率（％） 100.0 97.7 2.3

売上高（百万元） 35,239,137 10,462,696 24,776,441
　比率（％） 100.0 29.7 70.3

　国内市場（百万元） 25,762,915 8,817,989 16,944,927
　　比率（％） 100.0 34.2 65.8

　輸出（百万元） 9,476,222 1,644,707 7,831,515
　　比率（％） 100.0 17.4 82.6

就業者数（千人） 10,403 7,966 1,479
　比率（％） 100.0 76.6 14.2

雇用者数（千人） 7,902 5,469 1,475
　比率（％） 100.0 69.2 18.7

研究開発支出（百万元） 351,405 43,864 204,498
比率（％） 100.0 12.5 58.2  

（注 1）「就業者数」には，雇用者に加え，雇用主，自営業者，無報酬の家族従業員も含ま

れる。 

（注 2）「就業者数」と「雇用者数」の「合計」には，各々，政府雇用者の 95 万 8,000 人

が含まれるので，中小企業と大企業の数値の総和より大きくなっている。 

（注 3）「研究開発支出」の「合計」には，企業に加え，政府機関，高等教育機関，民間非

営利組織によるものも含まれるので，中小企業と大企業の数値の総和より大きくなっ

ている。 

（出所）経済部中小企業處（各年版・2009 年，p．38）表 1-2-1 を修正。「研究開発支出」

については，行政院国家科学委員会（2009）III-2-5 より（雇用者数 200 人未満を中小

企業，それ以上を大企業として計算した）。 
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付表 2 は，中小企業の会社数，雇用者数，売上高について最近数年の変化を整理したも

のである。何れの指標でも，IT バブルの崩壊した 2001 年に増加率が低下し，その後持ち

直し，2007 年から 08 年にかけては世界同時不況の影響を受け下降している。この下降傾

向が長期趨勢的なものかどうかは今後を見守る必要がある。 

 

付表 2 台湾における中小企業の会社数，雇用者数，売上高の変遷（単位：社，％，千人，

百万元） 
2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008

企業数（社） 1,070,310 1,078,162 1,104,706 1,147,200 1,176,986 1,226,095 1,244,099 1,237,270 1,234,749
　年増加率（％） 0.90 0.73 2.46 3.85 2.60 4.17 1.47 -0.55 -0.20
雇用者数（千人） 4,668 4,636 4,682 4,754 4,903 5,047 5,186 5,383 5,469
　年増加率（％） 1.67 -0.69 0.99 1.54 3.13 2.94 2.75 3.80 1.60
売上高（百万元） 7,566,617 6,841,565 7,495,287 8,708,904 9,726,721 10,000,220 10,241,215 10,481,910 10,462,696
　年増加率（％） 9.58 -9.58 9.56 16.19 11.69 2.81 2.41 2.35 -0.18  
（出所）経済部中小企業處（各年版）より作成 

 

 

起業環境については，新設企業数（当該年に創業 1 年未満の企業）に関するデータが参

考になる（付表 3）。2008 年当時では，8 万 6,325 社で，全中小企業数に占める割合は 6.99％

である。最近数年の変化をみると，企業数の増加率は年々変動しているが，増加率がマイ

ナスの年が多い。また全中小企業数に占める割合では，2007 年と 08 年にやや低下してい

るが，その他の年は 8.71％（2006 年）から 10.22％（2005 年）の間にあり，概ね 9％前後

である。新設企業の全中小企業数に占める割合について，他の主要国のデータを挙げると，

日本 2.7％（2002 年），香港 2.7％（2002 年），韓国 1.8％（2004 年），英国 4.8（2002 年），

米国 2.6％（2005 年）である（付表 4）。 

 

付表 3 台湾中小企業における新設企業数の変遷（単位：社，％） 

2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008
新設企業数（社） 96,723 94,803 91,435 111,566 109,883 125,313 108,320 92,956 86,325
　年増加率（％） - -1.99 -3.55 22.02 -1.51 14.04 -13.56 -14.18 -7.13
全中小企業数に占め
る割合（％）

9.04 8.79 8.28 9.73 9.34 10.22 8.71 7.51 6.99
 

（出所）経済部中小企業處（各年版）より作成 
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付表 4 中小企業概況の国際比較（単位：万社，％，万人） 

企業数（万
社）

全企業数
中の比率
（％）

就業者数
（万人）

全就業者
数中の比
率（％）

全売上高
中の中小
企業の比
率（％）

全中小企
業数中の
新設企業
の比率
（％）

全中小企
業数中の
休廃業企
業の比率
（％）

台湾（2007） 124 97.6 740 71.9 28.3 7.5 -

日本（2004） 564 98.9 4,124 79.6 48.2
（2002）

2.7
（2002）

3.2
（2002）

香港（2007） 26 98.0 121 50.0 - 2.7
（2002）

3.2
（2002）

韓国（2004） 300 99.8 1,041 86.5 - 1.8 -

英国（2006） 429 95.9 1,380 61.6 58.6 4.8
（2002）

4.9
（2002）

米国（2005） 2,582 99.7 7,646 50.7 31.0
（2002） 2.6 2.3

 
（注 1）ここでの中小企業の定義は，以下の通り。台湾の場合は，製造業，建設業，鉱業，

土石採取業では雇用者数 200 人未満もしくは資本金額 8,000 万元以下，その他業種で

は雇用者数 50 人未満もしくは売上高 1 億元以下の企業。日本の場合は，鉱業，製造業，

運輸業，建設業では雇用者数 300 人未満，卸売業では 100 人未満，小売業，サービス

業では 50 人未満の企業。香港の場合は，製造業では雇用者数 100 人未満，非製造業で

は 50 人未満の企業。韓国の場合は，製造業，鉱業，建設業，運輸業では雇用者数 300

人未満もしくは資本金額 80 億ウォン未満，大型卸売業，旅館業，情報処理業では雇用

者数 300 人未満もしくは売上高 300 億ウォン未満など。英国の場合は，雇用者数 250

人未満で売上高 22 億 8,000 万ポンド，資本金額 11 億 4,000 万ポンド未満の企業。米国

の場合は，雇用者数 500 人未満の企業 

（注 2）カッコ内の数字は，データがその年のものであることを示す。 

（出所）経済部中小企業處（各年版・2008 年，p．66）表 1-2-17 を修正 

 

 

以上まとめると，台湾は企業数や就業者数，雇用者数では中小企業主体の経済構造とい

えるが，売上高や研究開発支出ではその比率は低く，中小企業の多くが生産性の低い状態

にあることが推測される。また起業環境については，中小企業の定義もデータの基準年も

異なるので厳密な国際比較はできないものの，近年やや勢いが弱まりつつも，台湾では新

規創業が比較的活発であるとみられる。ただし，上述の事情と考え合わせると，その内訳

は，大した資本・技術を要せず開業できる零細企業・生業が多く含まれているものと推測

される。 

 

 

 26



注 
1  以上のデータは，経済部中小企業處の担当官より入手した。なお地域的区分について言うと，北部に

は，台北市，台北県，基隆市，桃園県，新竹市，新竹県，苗栗県が含まれ，中部には，台中市，台中

県，彰化県，南投県，雲林県が含まれる。南部は，嘉義市，嘉義県，台南市，台南県，高雄市，高雄

県，屏東県，澎湖県を含み，東部は，花蓮県，台東県，宜蘭県を含む。 
2  経済部中小企業處（2009）には，全国の育成センターが支援した優良企業の事例が紹介されている。

その中には，「鳳記機械」（機械設備製造業，台南県，1966 年設立，遠東科技大学精密機械創新育成セ

ンター入居），「瑞弘冷凍」（冷凍空調設備製造業，台北県，1975 年設立，中原大学創新育成センター

入居），「玉珍斎」（食品加工業，彰化県，1877 年設立，静宜大学創新育成センター入居）などのよう

に設立時期の古い伝統的産業に属する中小企業も少なからず含まれる。他方，「協立光電」（LCD パネ

ル製造業，台北市，2004 年設立，国立台湾科技大学育成センター入居）のように，「台虹科技」（オプ

ティカルフィルム材料等製造業，高雄市，1997 年設立）の子会社として元々高度の技術力を擁してお

り，共同研究開発や学生の訓練機会の提供などで，大学側と対等のパートナー関係を構築しているケ

ースもある。 
3  例えば，台湾海洋大学創新育成センター等の台湾北部にある 7 つの育成センターにより 2004 年に設立

された「台湾創新育成連盟」や中興大学創新育成センターを中心に台湾中部の 6 つの育成センターに

より 2005 年に企画された「健康事業策略連盟」がある（李，2009；経済部中小企業處，2006）。 
4  「新竹科学工業園区」は現在，付属園区を含め 6 ヵ所の園区（「新竹」，「竹南」，「銅鑼」，「龍潭」，「新

竹生医」および「宜蘭」）で構成され，総開発面積は約 1,400ha に上る。「中部科学工業園区」は 2003
年に開設され，「台中園区」，「后里園区」，「二林園区」および「虎尾園区」の 4 つからなり，合わせて

約 1,400ha の面積を持つ。「南部科学工業園区」は，1995 年に設置が決定され，「台南園区」と「高雄

園区」よりなり，合計約 1,600ha の面積を有する（各園区ホームページより）。 
5  例えば，2008 年の育成中小企業数 1,433 社（表 1）は，同年の台湾の中小企業総数 123 万 4,749 社（経

済部中小企業處，各年版・2009 年，p．38）の 0.12％である。 
6  以下の工業技術研究院に関する記述は，特に記載しない限り，同研究院のホームページ（2009 年 12

月 22 日閲覧），および 2009 年 1 月 20 日に同研究院関係者に対して行なった聞取り調査から得られた

情報に基づいている。 
7  以下の開放実験室／創業育成センターに関する記述は，特に記載しない限り，工業技術研究院のホー

ムページ（2009 年 12 月 22 日閲覧），許（2006），および 2009 年 1 月 20 日に同研究院関係者に対して

行なった聞取り調査から得られた情報に基づいている。 
8  筆者は ITRI 関係者への聞取り調査（2009 年 1 月 20 日実施）の中で，育成センターの成功率について

尋ねたが，新規ベンチャー企業で 5 年以上サバイバルしたものを成功とみなすならば，成功率は ITRI
の創業育成センターで約 6 割，大学等付属の育成センターでは約 4 割とのことである。 

9  以下の創新工業技術移転股份有限公司に関する記述は，特に記載しない限り，同社のホームページ

（2009 年 12 月 28 日閲覧），および 2009 年 9 月 28 日に同社職員に対して行なった聞取り調査から得

られた情報に基づいている。 
10 聞取り調査によると，ITIC の投資対象企業の発展ステージでは，数年前までは，相当部分がシードと

アーリーステージであった。しかし近年，初期のステージへの投資から得られる収益が低下したこと

を受けて，より後期のステージへの投資が増加しているという。 
11 ITIC 職員への聞き取り調査によると，上述の ITRI 開放実験室／創業育成センターは，元々は，別々に

運営されており，開放実験室は ITRI 自身が，創業育成センターは ITIC が管理してきた。数年前にど

ちらも ITRI 自身が管理運営するようになったという。 
12 ただし，聞取り調査では，株式取得シェアが小さいと影響力も小さく管理が難しいことを考慮し，近

年，比較的大きいシェアを取得するように方針転換したという。 
13 以下の DelSolar 社に関する記述は，特に記載しない限り，同社のホームページ（2010 年 1 月 4 日閲覧），

および ITRI 太陽光電テクノロジー・センターの職員と創新工業技術移転股份有限公司の職員に対して

行なった聞取り調査から得られた情報に基づいている（各々，2009 年 9 月 29 日と同年 9 月 28 日に実

施）。 
14 太陽光電テクノロジー・センター（PVTC）での聞取り調査によれば，PVTC は，2006 年 1 月に，ITRI

の「材料＆化工研究所（MCL：Material and Chemical Research Laboratories）」と「エネルギー＆環境研

究所（EEL：Energy and Environment Research Laboratories）」の太陽電池関連の人材が合流して設立さ

れた。 
15 例えば，太陽光発電設備の普及を促す措置として，2000 年の「太陽光発電モデル・システム設置補助」，

2002 年の政府諸部局に対する太陽光発電設備設置への補助，2004 年における当該分野を管轄する政府

部局として「経済部エネルギー局」の設立，同年の「陽光電城（ソーラーシティー）」計画制定，2005
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年の「全国エネルギー会議」における「2010 年までに国内太陽光発電設備の設置量を 21MWp にする」

という目標設定などがある（PVTC 内部資料より）。 
16 例えば，2005 年設立以来急成長し 2008 年には生産能力で台湾トップの太陽電池メーカーとなった

Gintech Energy（昱晶能源科技）は，半導体専業ファウンドリのリーダーであるTSMC（台湾積体電路

製造）より専門家を招聘してチームを組織し，研究開発と生産管理に当たったことが成功の秘訣の 1
つであるという（野村総合研究所台北支店，2009，p．6）。 

17 以下の Phison 社に関する記述は，特に記載しない限り，同社のホームページ（2009 年 12 月 20 日閲覧），

および 2009 年 9 月 30 日に同社職員に対して行なった聞取り調査から得られた情報に基づいている。 
18 潘健成氏は，台湾の国立交通大学に留学し，電機・制御工程専攻で修士課程を修了している。卒業直

後は，指導教官が創業した企業に技術者として参画していたが，同じ研究プロジェクトの仲間 4 人（全

て交通大学の卒業生）と 27 歳で独立創業した（鹿住，2009）。 
19 なお筆者は，Phison 以外にもう 1 社，ITRI 創業育成センター出身の IC 設計企業（ファブレス）に聞

取り調査を行なった（新竹科学工業園区内にて 2009 年 10 月 1 日実施）。同社の経営者によれば，ITRI
創業育成センター入居のメリットは，低家賃でのオフィススペースの提供だけで，技術開発，資金調

達，人材訓練，マーケティング等の面でこれといった支援は受けなかったとのことである。特に技術

面では，IC 設計に関しては ITRI の影響力は小さく，一般的な人材の供給源として以外は業界への貢

献は少ないとの指摘を受けた。これを額面通り受け取るかどうかは置くとして，同社のように，既に

創業当初の時点で，経営陣が相当の実務経験と技術力，人脈を持っている場合は，育成センター入居

のメリットがそれほど感じられないケースもあることは留意する必要がある。 
20 これは政府による戦略的な資金投入によっても支えられている。例えば，2007 年度の台湾政府の ITRI

へのプロジェクト費の投入は約 300 億円である。日本の産業技術総合研究所への政府資金の投入は 777
億円で，日本の GDP が台湾の約 11 倍であることを考えると，かなりの集中的な資金投下といえよう

（池松，2009）。 
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